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4.2 　インドネシア
4.2.1　アチェの概要
アチェはインドネシアのスマトラ島西北端に位置し，面積58,376平方km1 
でアチェ民族（acehnese）は領域住民の51％であり，インドネシア全人口（2
億6486万人／ 2013年）2の約1.8％に相当する3。アチェは独自の言語と文化を
発展させてインドネシアとは識別される民族集団を形成し，1602年，ジャワ
島がオランダの植民地になって以後も20世紀初頭，1903年までオランダによ
る植民地支配に抵抗した4。
1945－49年の独立闘争期，アチェは他のインドネシア民族とともに非植民
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地化闘争に貢献した。オランダがインドネシアの独立を承認したハーグ協定
（1949年）においては，主権が委譲されたのは連邦制度の国家（インドネシ
ア連邦共和国5）であり，1949年，インドネシア各地の代表参加により採択さ
れた憲法は連邦制度を採用した。
1949年憲法においては，アチェに特別自治地域（special autonomous 
region）の地位が付与され，独自の宗教，教育，慣習法の適用が認められた。
しかし1950年，インドネシア共和国暫定憲法により，連邦制を廃止してイン
ドネシア全体を単一の共和国とする共和国制度に移行し，アチェは北スマトラ
州の一部としてインドネシア共和国に併合された。1959―2002年，イスラム
教や慣習による自治が認められるとしてアチェ特別州が設置されたが，実質的
な自治は実行されていない6。
1976年，アチェ民族は自由アチェ運動（Gerakan Aceh Merdeka/ GAM）
を結成し，アチェ・スマトラ国の独立宣言を契機として，インドネシア政府
との間に武力衝突が生じた。1989年，政府はアチェを軍事作戦地域（Daerah 
Operasi Militer/ DOM/ military operation area）に指定し，軍事力による分
離運動掃討作戦により，民間人を含む多数のアチェ民族が犠牲となった。
1999―2003年，外国機関の仲介により和平交渉および停戦合意が重ねられ
るが，交渉に先立ち，インドネシア政府はインドネシアの国家的統一の堅持を
国の重要原則として宣言した7。諸国家および国際機関の仲介により一方では
停戦合意が結ばれるが，同時にインドネシア軍による分離運動壊滅作戦が進め
られ，戦闘状態は続いた8。
インド洋大津波・地震9発生の翌月となる2005年1月，アハティサーリ元フィ
ンランド大統領が仲介する和平交渉がヘルシンキで再開され10，2005年8月15
日，インドネシア政府とGAMとの間で和平に関する覚書　（以下，「ヘルシン
キ和平合意」）11が締結された。ヘルシンキ和平合意の監視に関する実効的な紛
争処理体制が整い，29年間にわたるインドネシア政府とGAMとの間の分離独
立闘争は停戦に至った。ヘルシンキ和平交渉の過程で，GAMはインドネシア
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からの分離独立の要求を放棄し，独立に代えて高度な自治権を取得することで
合意した。
4.2.2　自決権
4.2.2.1　アチェ民族の自決権
GAMは以下のようにアチェ民族は自決権の主体であると主張する。アチェ
は他の25の州とは異なる歴史的経緯および要因を有しており，インドネシア
とは別個の実体である。第1に，アチェは歴史上独立国家として国際的に承認
されており，それは1819年のアチェ・スルタンと英国との条約，および1824
年の英国とオランダとの条約により明らかである。第2に，アチェは自らの意
思にもとづいてインドネシアに編入したのではなく，インドネシアはアチェ人
民に編入について協議しておらず，1945年，違法にインドネシアに統合され，
その自決権は侵害された。ジャカルタ政権はアチェにとっては外国政権であ
り，その主権はインドネシア共和国に帰属するものではない12。第3に，イン
ドネシア政府および軍は，54年間にわたり権限を濫用し，アチェ民族を差別
的に扱い，その人権を侵害し，自治の約束を反故にしてきた。GAMはすべて
の外国の政治的支配からの解放を目指す民族解放団体である13。ゆえに自決権
を有する。
以上の主張はGAMによる独立宣言（1976年）でも表明されている14。GAM
指導者（Hasan di Tiro）は，「国際社会はアチェの自決を支援する道徳的義務
がある。なぜなら国際社会は主権の違法な委譲について（インドネシアと）共
謀したからである」15として，諸国家にアチェ人民の分離権およびインドネシ
アからの独立承認を訴えた。同様にGAMはアチェ問題の解決に国際社会が
役割を果たすべきと主張し16，2000年，アチェ人民の主権回復のために国連
および外国政府の仲介を要請する宣言を採択したが，インドネシア政府は外国
または国連のアチェ問題への関与に反対し17，また国連はアチェをめぐる武力
紛争には直接関与していない。
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4.2.2.2　国内法における自決権
独立宣言（1945年）直後に制定された憲法（1945年憲法）は前文で「イン
ドネシアの自決」を謳う。同時に同前文に基本五原則の一つとして「インドネ
シアの統一」および「インドネシア民族」を掲げている。当時のインドネシア
の状況からすれば，同憲法における自決の具体的意味は，インドネシアに所属
する集団の分離権ではなく，植民地支配から離脱し，法的，政治的および経済
的に真の主権独立国家としての地位を達成することと捉えるべきであり，実
際，1950年以降，インドネシアは一貫して「単一の国家」体制を強調している。
インドネシア国内法は先住民族の権利および民族的，種族的，宗教的，言語
的少数者集団の権利を認めていない。憲法は民族的少数者，先住民族等の集団
の概念には触れず，民族的集団を単位として特別の権利を認める法律も制定し
ていない。憲法はすべての国民に等しく個人としての権利を保障する。GAM
が主張する自決権にもとづくインドネシアからの分離独立に対して，インドネ
シア政府はその分離独立を拒否し，独立を求める武力解放闘争を領土保全に対
する侵害とみなし，独立運動を武力で阻止しようとしてきた。
4.2.3　ヘルシンキ和平合意まで
4.2.3.1　人権
4.2.3.1.1　法制度
1949年憲法（インドネシア連邦共和国憲法）は広範な自由権および社会権
の保障を規定し，社会権の実現については国家の義務とし，これらの規定は
1950年憲法18に継承された。同憲法はあらたに天然資源については国家が管
理権を有すると規定する一方，関係領域住民の経済的権利については認めて
いない19。1959年スカルノ大統領布告により，1950年憲法を廃止し1945年憲
法（インドネシア共和国憲法）20が再交付されるが，1945年憲法は基本的人権
について「法律によりこれを定める」として権利の保障については明らかに
しておらず，政治的市民的権利の多くを制限する法律が制定された21。天然
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資源に関する国家の管理権については，1950年憲法の規定がそのまま維持さ
れた（第33条3項）。民主化政策に伴って改正された1999年憲法により，詳
細な人権保障が規定され22，2001年，憲法裁判所が設置され，立法・行政機
関の行為の違憲性について審査する制度が整備された。
インドネシアは拷問禁止条約を1998年10月28日に批准し，市民的政治的権
利に関する国際規約および経済的社会的文化的権利に関する国際規約について
は，ともに2006年2月23日に加入した。
4.2.3.1.2　人権侵害
4.2.3.1.2.1　市民的政治的権利
インドネシア国軍および警察23が実行したアチェ住民に対する人権侵害は深
刻である。DOM指定された1989年から解除される1998年8月までの期間，人
権保護財団（Care for Human Rights Foundation/ FPHAM）によれば， アチェ
民族の死者・行方不明者1,985人，拷問を受けたもの3,439人，強姦128件，性
的暴行81件，強姦102件，建造物放火597件，孤児となった子供16,375人とさ
れ，12の巨大墓地に1,000－1,420の遺体が確認された。またNGOフォーラム・
アチェ（Forum Aceh）によれば行方不明者39,000人，強姦625件，その他の
人権侵害7,000件，孤児になった子供16,375人，未亡人となった女性3,000人
の被害が記録され，12の集団墓地が調査された24。
軍事作戦の対象になったのはGAM兵士だけではなく，アチェの民間人も含
まれ，住民の住居への捜索，放火，住民に対する拘束，暴行，脅迫，恣意的
逮捕，拷問，人権擁護者へのハラスメントが行われ，推定４万人のアチェ民
族が軍隊により監禁され，極秘の強制収容所において死亡し集団墓地に埋葬
された25。軍隊または警察に拘束されたアチェ民族の80％が拷問を受け，刑
事訴追されたものの半数以上は弁護士を伴うことなく，裁判なしの即決処刑
（summary execution）および公開処刑が行われた26。
DOM解除後も人権侵害は止まず，アチェ人権NGOの調査では，1999年1
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月から2000年6月にかけての4度にわたる国軍の作戦期間中にも殺害されたも
の949人，拷問を受けたもの1,469人，逮捕者700人，強姦5件，性的虐待2件
が報告された27。また，アチェ住民への人道援助のための停戦合意期間とされ
た2000年6月から2001年1月，殺害されたもの256人，拷問を受けたもの536
人，逮捕者365人，性的虐待被害者2人，放火家屋1,032軒が報告され，治安当
局の発表によれば，2003年5月，軍事非常事態宣言28が発令されてから100日
間で，GAMメンバー 752人が殺害され，555人が逮捕された29。
国際人権NGOヒューマン・ライツ・ウォッチは，インドネシア治安軍によ
る人権侵害は重大であり，犯罪者を裁くべきであると国際社会に訴え，アムネ
スティ・インターナショナルは，インドネシアの領土保全および国内問題であ
ることを理由としてアチェ人民の政治的権利及び人権が侵害されるのを阻止す
るのは国連の義務であるとし，インドネシア政府のアチェ民族に対する人権侵
害が公にされ，遅滞なく責任者が訴追されるよう，責務を保障するための手段
をとることを要請した30。
4.2.3.1.2.2　経済的社会的文化的権利
アチェ州は森林，石油および天然ガスをはじめとする天然資源産出量がイン
ドネシアで最大であり，アチェで産出する天然ガスの輸出はインドネシア政府
に毎年10億ドルの歳入をもたらしていた31が，その利益は領域住民には還元
されず，1人当たりの所得および消費は国内最低であった。森林の伐採，石油，
天然ガス採掘を目的とする鉱業権，移住およびプランテーション経営を目的と
して，アチェ住民の土地は当該住民との協議なしに強制収用され，アチェ民族
による土地取得は極めて制限された32。アチェ民族の土地の剥奪および差別待
遇によりもたらされた経済的不均衡問題の解決はGAM設立以来の活動目標の
一つであり，和平交渉においても強調された33。
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4.2.4　国際社会の対応
国際社会は紛争下の人権侵害に関してインドネシア政府と国軍を非難する
が，同国の主権と領土保全の絶対的尊重とするインドネシアによる主張を支持
し，アチェの分離独立には否定的であり34，インドネシアの領土的現状維持を
支持している35。
和平交渉を仲介したのはインドネシア政府に影響力を持つ関係諸国であり，
国連は直接的に関与していない。1999年，東南アジア諸国連合（ASEAN）首
脳会議では，アチェの分離独立を拒否し，「インドネシアの主権と領土保全を
全面的に尊重し，平和的解決に向けたワヒド大統領の努力を支持する」とする
議長声明を発表した。日中韓首脳も同会議においてアチェの独立を否定し，イ
ンドネシアの領土保全尊重を支持した。
米国はインドネシア政府のアチェ人民に対する人権侵害を非難するが，対テ
ロ対策のためにはインドネシア政府に協力および支援し，インドネシアの領土
的現状の維持を支持し，アチェの独立は支持していない。2002年，米国国務
次官（Matt Daley）はスウェーデン亡命中のアチェ指導者（Hasan di Tiro）に，
分離独立を回避し特別自治の地位を受け入れるよう説得した36。2003年5月，
インドネシアのアチェに対する軍事作戦が開始された際も，西欧諸国は同作戦
をほとんど非難することなく，むしろ国内の反乱軍に対する領土保全を目的と
する対応として，インドネシア支援を示唆した37。EUは，CMIが和平交渉を
主導する過程でインドネシア和平に影響を及ぼすようになる38が，ヘルシンキ
和平合意締結後の2005年，インドネシア共和国の統一を強く望んでいること
を確認するとともに，同国の領土保全の尊重を表明している39。
国際人権NGOはアチェ人民に対する人権侵害を非難し，人権侵害問題の
解決策の一つとしてアチェ人民の自決に取り組むための権利（right of the 
Achehnese to work on self-determination）を支持している40。しかしアチェ
の分離独立には言及していない。
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4.2.5　自治権―民主化政策の一環
インドネシアの地方分権化は，GAMとの武力紛争終結に先立ち，民主化政
策の一環41として着手された。1999年，地方自治法および中央地方財政均衡法，
そして2004年，法律32号および第33号により42，全国的に地方分権43が進め
られた。改正前は地方行政に関する権限はすべて中央政府が有していた44が，
改正後は，外交，国防治安，司法，金融・財政，宗教以外の分野における権限
は地方自治体に移行し，人事権に関しては中央政府（内務大臣等）と州とが管
理することになった。
司法行政のうち人事，事務および財政業務に関しては，1999年までは通常
裁判所および行政裁判所は司法省，宗教裁判所は宗教省，軍事裁判所は国防省
の管轄下にあった（旧司法権基本法）が，1999年，法改正により，下級裁判
所の人事，事務および財政が最高裁判所の管轄として移管された45。
そのような全国的な地方分権化の流れの中で，特にアチェ州については46，
2001年，アチェ特別自治法（2001年法律第18号）の制定により，アチェ州（ナ
ングロ・アチェ・ダルサラーム国州）正副州知事・県知事の直接選挙による
選出，天然資源収入について，石油55％，天然ガス40％のアチェ州への配分，
イスラム裁判所の設置47等，他の地方行政区よりも優位な特別の自治が規定さ
れた。
4.2.6　紛争解決―GAMによる分離独立放棄
アチェ紛争の停戦交渉過程において，GAMは分離独立の要求を放棄し，独
立に代わって広範な自治権を取得するという解決方法が合意された48。ヘルシ
ンキ和平合意においてGAMは他のいかなる州よりも優遇された特別の地位を
取得した。アチェに付与された自治権の範囲は「外交，対外的防衛，国家安
全保障，金融および財政，正義および信教の自由並びに憲法上インドネシア
政府の政策に属する分野」を除く権限（ヘルシンキ和平合意1.1.2a）であり，
外交および国政におけるアチェの意思の反映の確保についても明記された49
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（1.1.2b,c）。
このように他の地域には認められていない権限がアチェには付与されたとい
う点で，国内法上，アチェは特別の法的地位にある50。ただしこれらの広範な
権限は「インドネシア共和国の国家的統一および憲法の枠内」（前文）で行使
されることと明記され，アチェの分離権を否定する意図をはっきりと確認する
ことができる。
アチェに付与された自治権の内容については，前述のようにヘルシンキ和平
合意締結以前に地方分権の促進という流れの中で，インドネシア国家の権限と
された権利のうちの広範な部分がアチェに分与されており，その時点で他の地
方自治体よりも優遇された特別の地位がすでに認められ51，90％以上の自治権
限はすでにアチェ特別自治法（2001年）により提供されており，それ以前の
法によっても提供されていた52。
4.2.7　ヘルシンキ和平合意
4.2.7.1　自治権
ヘルシンキ和平合意は，市民的政治的権利に関する国際規約および経済的
社会的文化的権利に関する国際規約における人権の普遍的原則に基づく法令
（legal code）のアチェ州議会による再定（1.4.2），および国内司法制度の範
囲内で公平かつ独立した裁判制度を確立する権利として，控訴裁判所を含む裁
判所の設置（1.4.3）を認める。
ヘルシンキ和平合意に従い，アチェの自治権についてアチェの統治に関する
法（アチェ統治法2006年法律第11号）において詳細に規定された53。アチェ
統治法はアチェ州議会に家族法，民法および刑法の領域に関する規定（第128
条第４項）およびイスラム教義の履行に関する条例の制定権を認める（第125
条第３項）。また裁判制度に関して，一審にあたるイスラム法廷（Mahkamah 
Syar’iyah）および控訴審にあたるアチェ・イスラム法廷（Mahkamah 
Syar’iyah Aceh）の設置を認める（第130条，第131 条）。また同裁判所で適
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用される家族法，民法および刑法の領域に関する法制定権（第128条第４項）
およびイスラム教義の履行に関する条例の制定権をアチェ州議会に認める（第
125条第3項）。
ただし法律および条令の制定作業は円滑に進んでいない。アチェ州では国家
法（Hukum Nasional）と並び，特別自治に関する法（2001年）およびイス
ラム法の３元の法制度が並存する上に，村レベルにおいてアダット法（adat 
law）54が存在する。そのため作業進行上の障害として，インドネシア国家法と
アチェ州条例との関係の複雑かつ不明確さ，国家法とアチェ州に適用されるイ
スラム法（シャリア法）との関係の不明確さがある。加えて州議会議員の州条
例制定に関する能力不足55等も法制定遅延の理由として指摘されている56。
4.2.7.2　人権
4.2.7.2.1　市民的政治的権利
ヘルシンキ和平合意は，インドネシアが経済的社会的文化的権利に関する国
際規約および市民的政治的権利に関する国際規約を忠実に守ることを宣言する
（2.1）。またアチェ州議会は，市民的政治的権利に関する国際規約および経済
的社会的文化的権利に関する国際規約に合致するように，人権に関する法令を
見直すよう明記する（1.4.2）。
司法手続きへのアクセスは，人権を侵害された被害者救済および貧困と紛争
後の復興において平和と発展のための必要条件とされる。しかし法制度および
裁判制度に関して関係者および住民に周知されておらず，またアチェ住民に適
用される法律および条令の制定作業の停滞があり，これが裁判を受ける権利実
現への障害となっている57。
4.2.7.2.2　少数者の権利
和平交渉に先立ち，国民評議会はアチェ問題解決のための基本原則として，
アチェをすべての住民の民族的文化的社会的多様性を考慮した特別地方自治体
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とすること，すなわち自治権は単にアチェ民族集団のみならずアチェ州に居住
するすべての住民に付与されることを明らかにしていた58。アチェ統治法にお
いては，自治権が付与される単位はアチェ民族集団ではなくすべてのアチェ住
民である。アチェ統治法はアチェに居住する多様な民族の存在を認め，これら
すべての住民に平等の市民的政治的権利および経済的社会的文化的権利の保障
を規定する。
4.2.7.2.3　代表権
2004年まで，インドネシアでは自由かつ公正な選挙は実施されず，実質的
に国民の参政権は否定されていた59。2002年憲法により大統領の選出は直接選
挙制60，立法府は国民議会（DPR）と地方代表議会（DPD）とで構成される
二院制となり，2004年の総選挙以降，議員すべてが選挙を通じて選出される
ようになった。
国民議会は定数560議席（2014年），各州の人口を基礎にして定数が配分さ
れ，アチェ州には13議席（2.32％）が割当てられ61，アチェの人口比（1.9％）
からすれば，アチェにとって有利な議席配分と言うことができる62。他方，人
口が全国の6割以上を占めるジャワに配分されたのは303議席であり，全議席
数550（2004年当時）のうちの55％であり，議席配分についてはアチェよりも
不利である63。地方代表議会は33の州から一律4 名ずつ選出される合計132 議
席で構成される。
ヘルシンキ和平合意においては，さらにインドネシアに属する州のうち，唯
一アチェだけに認められる特別の政治的権利として地方政党設立権が認めら
れ，アチェ人民はすべての選挙に候補者を立てる権利（1.2.2），自由かつ公正
な選挙の保障（1.2.3），アチェ人民が地方選挙および総選挙において憲法に従
い完全に参加する権利（1.2.6）等が保障された。2014年総選挙では，アチェ
統治法に基づいて樹立された6つの地方政党のうち，3政党が選挙参加を認め
られた64。一般の地方政党は国会議員選挙には候補者を擁立できないという制
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限があるが，同合意にもとづいてアチェ州地方政党だけに認められた優遇措置
による。
2004年，地方首長の選出が公選制となり65，2006年12月，初めての知事，
地方首長および市長選挙が実施された66。地方議会選挙は比例代表制で争われ
る67。2009年，地方選挙，州議会選挙および総選挙が実施され，アチェ州議会
（定数81議席）選挙においては6つの地方政党が参加し，選挙権登録されたア
チェ州有権者の75％が投票に参加した。同投票率は全国平均値より高く，EU
による地方選挙における実務支援と能力構築などの各種支援措置，選挙監視団
が派遣されたこともあり68，投票プロセスは自由かつ公平と評価された69。
4.2.7.2.4　経済的社会的文化的権利
経済分野に関してヘルシンキ和平合意は，対外債務による資金を集める権
利，およびインドネシア中央銀行が設定した金利を超えた金利を設定する権
利（ヘルシンキ和平合意1.3），アチェ周囲の領海における生物資源の管轄権
（1.3.3），同領域における炭化水素およびその他の天然資源の収益の70％を保
持する（1.3.4）権利をアチェが有することを認めた。アチェ統治法（2006年）
においても，アチェには天然資源収入分与，すなわち領土および領海における
天然資源を管理する権限が認められ（第156条第１項），炭化水素資源および
その他の天然資源による利益の一定割合のアチェへの配分が確認された。
石油鉱業セクターについては，一般の地方政府の場合には当該地域か得られ
る石油鉱業セクター収入の15.5％が分与されるが，アチェについては2008 年
から総収入の70％を無期限で配分することとされ，天然ガス鉱業セクターに
関しては，一般の地方政府には当該地域から得られる収入の30.5％が分与され
るが，アチェについては2008 年から総収入の70％を無期限で配分することと
されている（第181条）70。
アチェ州財政は，財政の地方分権（2000年）および天然資源収入分与（2006
年）により改善した。その他の中央政府からの収入として特別自治実施資金
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および調整資金があり71，アチェ特別自治実施資金72として，2008 年度は約
276 億2 千万円が交付され，州の同年度歳入の54％，アチェ地方政府の歳入の
20％を占めた73。1999年から2002年までには4倍，2008年までには6倍となり，
アチェ住民1人あたりの公費支出は2006－2007年では44％増加し，州比較で
はアチェは上位に入る74。さらにインド洋地震・大津波以後，国際社会から復
興のために90億ドル（１人当たり2,000ドル）支援があり，和平協定に関連す
る基金援助も追加された75。インド洋大津波被災者に関しては，すべての現金
給付および物資支援を合わせると1人あたりの支援は22.8万円，インドネシア
1人当たりの年間所得の63.0％に相当する76。
文化的権利の一つとされる教育を受ける権利に関連し，高等教育における就
学率については，インドネシア平均よりもアチェにおける割合が高い。16歳
―18歳の就学率をみると，2003年ではアチェでは72.25％，インドネシア平均
50.97％，同2013年では，アチェ 74.70％，インドネシア平均63.84％，19歳－
24歳の就学率については2013年，アチェ 29.18％，インドネシア平均20.14％
である77。民族語の使用については，アチェの場合には初等教育の最初の3年
間は地域の民族語（アチェ語）を指導言語としている。憲法（2000年改正）
は多数民族の民族語であるジャワ語ではなく，インドネシア語を公用語とし
（第36条），多くの国民はインドネシア語と民族語（地方語）とのバイリンガ
ルである78。
人間開発指数（Human Development Index/HDI）については，1996年，
アチェ州は69.4とインドネシア全国平均67.7よりも高く，2013年では，アチェ
州は73.05 とインドネシア全国平均73.81にほぼ等しい79。月収28ドル以下の
貧困者の割合については，1996年，アチェ州12.7％（インドネシア全26州の
うち20位）80，2007年，アチェ州26.65％，インドネシア全体16.58％，2009年，
アチェ州21.80％（33州中17位），インドネシア全体14.15％ 81，2014年3月，
アチェ州では18.05％と改善されているが，インドネシア全体11.25％よりも高
い82。なお，ジニ係数では，1996年，アチェ州0.259，インドネシア全体0.355，
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2013年，アチェ州0.341，インドネシア全体0.413であり83，所得分配の格差は
継続して全国平均よりも低い84。
4.2.7.2.5　人権侵害に対する責任追及
インドネシア国軍による分離運動掃討作戦は民間人を含むアチェ民族に重大
かつ深刻な人権侵害を及ぼした。和平交渉に先立ち，国民協議会はアチェ問題
解決のための基本原則として，人権侵害行為に対して公正に裁くことを明らか
にしていた85。人権侵害に関してヘルシンキ和平合意は，兵士による非軍事的
犯罪のアチェ文民法廷における裁判実施（1.4.5），アチェのための人権裁判所
の設置（2.2）およびインドネシア政府とGAMとの和解措置を決定するための
真実と和解委員会の設置（2.3）を規定し，アチェ統治法も同内容を条文化し
た。
真実と和解委員会については2013年12月27日，アチェ議会において設置に
必要な条例が可決したばかりであり86，いずれの制度も人権保障の機能を果た
すことができていない。同委員会が発足したとしても，その権限には人権侵害
有責者に対する処罰は含まれていない。人道に対する罪およびジェノサイド
について有責者を裁くことができる常設人権裁判所の設置は2006年に予定さ
れていた87が，これもまだ実現していない。人権裁判所法によれば，過去の事
件に関する調査には特別裁判所（ad hoc court）設置の手続きが必要となり88，
1945年憲法第28 I条（2000年改正条文）は，遡及的規則による刑事訴追を受
けない権利を規定したことから，国軍のアチェ民族に対する人権侵害行為の責
任者の処罰は困難とされる89。アチェ統治法は国軍兵士による人権侵害への対
応について規定していない90。
4.3　フィリピン
4.3.1　モロの概要
モロ民族（bangsamoro）91はフィリピンのパラワンおよびスールー諸島およ
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びその近隣諸島を含むミンダナオ島南部に居住するイスラム教徒で，その人口
は約400－500万人，フィリピン人口（約 9,234万人）92の約5％程度である。ス
ペインによる植民地化までは，スールーにはタウスグ民族，ミンダナオにはマギ
ンダナオ民族によるイスラム王国が成立し，植民地化に抵抗していたが，1913年
にアメリカ軍に制圧され，米国植民地として統治が行われるようになる93が，
モロの居住領域はフィリピンの他の地域とは別個の行政単位として統治されて
いた94。 モロ民族は1920年代，キリスト教徒が支配する体制下に入るが，この
頃までにモロ民族としてのアイデンティティが醸成された95。モロ民族はキリ
スト教徒主体で構成される中央集権の統治機構から疎外されてきた96。
米国が植民地フィリピンに独立付与を表明して以来，モロ民族はフィリピ
ンとの統合に抵抗し，フィリピン独立以後も独立国樹立の権利を主張してき
た。1921年にはスールー諸島の人民は独立国家としてのフィリピンの一部に
なるよりも，米国の一部になることを希望する請願を米国大統領に提出し，
1924年にはモロ民族は権利と決意宣言（Declaration of Rights and Purposes）
において，ミンダナオ，スールー，パラワン諸島は米国の非自治的領域
（unorganized territory）になることを提案し97，1935年にもミンダナオと
スールーを独立国家フィリピンに含まないよう訴えた98。しかし同年，米国で
のフィリピン独立法の制定により，フィリピン・コモンウェルスが成立すると，
モロ民族が居住するミンダナオおよびその周辺諸島はフィリピン領土の一部と
なり，その領域的範囲はフィリピン共和国としての独立（1946年）以後も維
持された。
モロ民族の意思は無視され，住民投票による同意なしに恣意的にフィリピン
領土として併合された99。しかしモロ民族の間にフィリピン国家への帰属意識
は醸成されていない。
土地の剥奪に対するモロ民族の抵抗は，1960年代，組織的独立運動に発
展し，1968年，ムスリム独立運動（Muslims （Mindanao） Independence 
Movement/ MIM）がバンサモロのホームランドをフィリピン政府から守
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るためとして分離独立を宣言した100。1974年，モロ民族解放戦線（Moro 
National Liberation Front/ MNLF）101が自決権にもとづくモロ民族共和国
（Bangsamoro Republik）102の樹立を掲げ，民族解放闘争を宣言した103。
1996年に1,070,697人，2001年に2,627,345人が，モロ人民の完全な独立がミ
ンダナオ問題の正当な，意味ある，かつ永久的な解決であるとする宣言文をマ
ギンダナオにおいて採択し，モロ民族国家樹立の意思を表明した104。
4.3.2　枠組み合意以前
4.3.2.1　人権
4.3.2.1.1　法制度
フィリピンは経済的社会的文化的権利に関する国際規約を1974年6月7日
に，市民的政治的権利に関する国際規約を1986年10月23日に，そして市民
的政治的権利に関する国際規約の選択議定書を1989年8月22日にそれぞれ
批准した。1987年に改正された憲法は人権委員会（Commission on Human 
Rights）の設置およびその機能を規定し，同規定に沿って最小行政単位
（Barangays）ごとに設置される人権行動センターを通じて人権侵害事案を人
権委員会に申し立てる制度が整備された。
4.3.2.1.2　人権侵害
フィリピン政府がモロ民族に対して行った人権侵害は深刻である。30年に
及ぶモロ民族分離独立闘争に対する政府軍を動員した壊滅政策により，モロ民
族12万人以上が殺害され105，200万人が難民となり106，10,160件の家屋および
モスクへの放火を含む未曾有の人的・物的被害が発生した107。MNLFおよび
MILF双方との停戦合意締結後の2000年－2010年の期間でも，MILF および
アブ・サヤフに対する武力制圧を含む武力紛争による死者は6,935人，国内避
難民は84万人にのぼる108。多くのモロ民族の非戦闘員も無差別な銃撃，虐殺，
放火，不当逮捕，拘禁，拷問の対象となった109。欧州議会は政府機関が行った
499
－84 （　  ）－
超法規的殺害（extrajudicial killings），殺人，誘拐をはじめとする人権侵害
を非難し，即時停止を要請する決議を採択した110。
4.3.2.1.3　代表権
フィリピン国家の統治制度形成過程においてモロ民族は参加する機会がな
く，モロ民族の利益を促進するための適切な代表権は与えられていない111。
フィリピン上院（定員22議席）に史上初めて１人のモロ民族議員が議席を取
得したのは1916年のことであったが，同年，下院では2議席を取得した112。
1934年，憲法制定議会議員202人のうち，モロ民族を代表する議員は4人で
あった113。同様に，中央政府機関においてもモロ民族が行政を担う機会はほと
んど奪われてきた114。
4.3.2.1.4　経済的社会的文化的権利
ミンダナオは天然資源が豊富な地域であり，銅，鉛，鉄鋼，クロム，金につ
いてはフィリピン全体の埋蔵量の2分の1に相当するとされ，農産物について
もゴムはフィリピン全体の生産量の100％，パイナップル91％，ココア90％を
生産し，「有望な土地（land of promise）」と呼ばれる115。
4.3.2.1.4.1　先祖伝来の領有地
植民地統治以前からモロ民族が居住してきた，ミンダナオ，サバを含むパ
ラワンおよびスールーをモロ民族はモロの先祖伝来の土地（ancestral land/ 
homeland）と呼ぶ。モロの土地については，米国植民地政府，フィリピン・
コモンウェルス政府および独立後のフィリピン政府の下で収用が進められ116，
1902年の土地登記法に始まる一連の土地法117により剥奪されてきた。モロ民
族によれば，その生活の基盤である土地は，その所有権をスルタンから取得し
たものであり，土地に関する所有権は集団の権利である。植民地政府による土
地登記法制度はそのような伝統的なモロの土地所有制度を無効にした118。
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植民地政府の土地政策は，キリスト教徒入植者に融資し，上限24ヘクター
ルまで土地所有を奨励したのに対し，非キリスト教徒は上限10ヘクタールの
所有権しか認めないというものであった119。その結果，植民地化以前，ミンダ
ナオの土地のほとんどはモロ民族が所有していたが，1972年には30％，1982
年までには17％に減少した120。モロ民族に不可欠な農産物を生産してきた先
祖伝来の土地は収用後，キリスト教徒入植者および外国企業に所有され，鉱物
資源開発あるいは輸出作物の生産に特化されたプランテーション用地に転用さ
れ，移住したキリスト教徒には政府から助成金が支給された。キリスト教徒主
体の統治構造において，モロ民族は経済活動および統治プロセスから疎外さ
れ，天然資源および土地からの利益はモロ住民には還元されてこなかった121。
モロ民族の土地の収用とともに，ミンダナオ島へのキリスト教徒の入植およ
びモロ民族のフィリピン社会への同化政策も進められた122。入植政策により，
20世紀初頭ミンダナオ（人口110,926人）でのモロ民族は75％（61,052人）で
あったが，1990年にはモロ民族は18％，2001年にはミンダナオ（人口2023.2
万人）のうちモロ民族14％（2,898,139人），先住民族（Lumad）6％（1,248,903
人）となり123，モロ民族はミンダナオの少数者集団となった。
4.3.2.1.4.2　経済的社会的文化的権利
文教政策に関して，政府はミンダナオ国立大学を設置し，イスラム教徒の
高等教育のため，1958年－1967年，8,300人のイスラム教徒に奨学金を支給
した124。しかし教育環境については，マギンダナオ州での教室：生徒数が1：
110（全国平均1：40，1993年－1995年），教育予算については，ミンダナオ地
域への配分は全体の18.42%（1995年－1997年）で，国内最低水準である125。
公用語は英語およびフィリピノ語（Filipino/Pilipino）（1987年憲法）であり，
教育における指導言語は，自然科学分野の科目については英語，人文・社会科
学についてはフィリピノ語，および必要な分野においてはアラビア語とし，そ
れ以外の民族語は使用できない126。
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政府は，モロ民族が少なくとも多数民族のキリスト教徒と同等の政治的経済
的基準を達成するための，最低限の必要を満たしていない。貧困および雇用対
策，基本的公共サービスの提供はほとんど行われていない127。
モロ民族の分離運動に対する政府の政策としては，一方では組織壊滅を目
的とする軍事作戦を展開しながら，他方で懐柔策も試みられ，非キリスト教
徒の道徳的物質的政治的発展のため，イスラム政務省（Ministry of Muslim 
Affairs）およびイスラム慣習を考慮した銀行（Philippine Amanah Bank）を
設置した（1973年）128。しかし政府の政策は奏功せず，モロ民族差別に起因す
る社会的経済的不均衡を是正できず，モロ民族の大部分は改革の恩恵を受ける
ことはなかった129。1987年憲法では社会的経済的権利が強調され，地方の土
地改革政策が約束された130が，ARMM地域における経済発展は進んでいない。
ARMM地域5州は，人間開発指数（HDI）およびその他の開発指数について，
フィリピン全71州比較で最下位を示している。2006 年の貧困率は，ARMM 
地域は61.8％（71州平均32.9％）であり国内における最貧地域である131。 
ARMM地域における平均余命については54.8歳（71州平均69.5歳，1997年），
乳児死亡率64％（最高位），成人の機能識字率73.5％ （2005年最下位，71州平
均93.9％）（1998年－1999年では61.19%，71州平均87.80%）132，2005年度地域
住民１人あたりの実質地域総生産（GRDP）については，ARMM 地域は3,433 
ペソ（最下位，71州平均14,186 ペソ，首都圏メトロマニラ35,742 ペソ）であ
る133。
社会開発指標（1998年）については，ARMMにおける衛生的なトイレ設置
率31. 2％（71州平均80.4％），家庭電化率33.9％（71州平均72.3％）134，浄水
設備を使用できない住民の割合，バシラン州66.8%，タウィタウィ州81.9%，
マギンダナオ州47.1%，スールー州68.7%（2003年，71州平均20.92%）で
ある135。健康によい食事への適切なアクセス不可能と定義される食料貧困率
（food poverty rate）の地域別比較についても，ARMMでは27.5であり，最
も高率の地域の一つとなっている（71州平均14.6，2006年）136。このように
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ARMMでは地域別貧困率および食料貧困率は高いが，ジニ係数は0.3113と
フィリピンでは最も低い（71州平均0.4580，2006年）ことから，地域全体の
特徴として貧困者が多い地域であることが明確である137。
4.3.2.2　自治
4.3.2.2.1　自治地域（ARMM）
政府とMNLFとの間では1975年から和平交渉が開始され，1976年，トリボ
リ合意138が締結され，「フィリピン共和国の主権および領土保全の範囲内」に
おいて自治体（Autonomy）を樹立し（第1条），同自治体の構成単位を南部ミ
ンダナオの13州および9市（第2条）とし，同領域の自治体に対し，外交，国防，
地下資源の取り扱いを除く自治権（autonomy）を付与することが合意された。
ただし実質的内容を伴う自治地域が創設されるまでには15年を要することに
なる。
同合意によりモロ住民は自治権を獲得したが，領域主権を侵害する問題とし
て憲法との抵触が障害となった139。1987年，憲法改正により，ムスリム自治
地域設置が明記され140，1989年の住民投票141に基づいて4州142，次いで2001
年の住民投票に基づいて1州および1市143が追加され，5州1市で構成される
ムスリム・ミンダナオ自治地域（Autonomous Region of Muslim Mindanao/ 
ARMM）が創設された144。
権限を委譲されたARMM 政府であるが，実際の行政権限の移譲，技術移転お
よび制度整備の遅れ，長年の紛争による行政の機能不全，人材不足等，さまざま
な問題があり，同地域における本格的な自治行政は迅速には進展しなかった145。
4.3.3　自決権
4.3.3.1　和平交渉における自決権への対応
1996年，MNLFとの和平協定（Peace Agreement with the Moro National 
Liberation Front）においてフィリピン政府は，平和開発地域（Zone of Peace 
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and Development/ ZOPAD）と呼ばれる，ARMMよりも広範な自治権を有す
る地域を領土内に設置することに合意した146。しかし和平協定実施のための有
効な監視メカニズムは用意されず，武力衝突は続いた。また実質的な地方的政
治的権限および資源の自治地域への提供も進展せず，MNLFとの和平協定は
実行に移されていない147。だがしかし同和平協定においてフィリピン政府が，
自国領土内部に他の地域とは異なる，法的に識別されるモロ民族の自治地域設
置を承認したという事実は注目すべきである。
モロ民族問題に関する政策に関して，政府は自決の用語の使用を意図的に回
避してきた。そのような方針を一変させ，2006年12月のMILFとの交渉にお
いて，フィリピンの主権と領土保全について譲歩することはないが，MILFの
要求に大きく妥協した。政府がMILFとの間で合意した２つの合意文書に規定
された，フィリピン領土内における「実体」の創設は，モロ民族集団の自決権
を認めることを示唆するものである148。MILFとの間で2008年に調印が予定さ
れていた先祖伝来の領有地（Bangsamoro ancestral domain）問題に関する合
意覚書（Memorandum of Agreement on Ancestral Domain/ MOA-AD）149は，
最高裁による違憲判断のため実施には至らなかったが，同覚書において政府
は，自国領域内にバンサモロ法的実体（Bangsamoro Juridical Entity/ BJE）
の創設を認めた。BJEとは「先祖伝来の領有地および先祖伝来の土地におけ
る権限および管轄権を有」し150，かつ中央政府の権限の多くを共有する実体で
あり，広範な権限を有する法主体として規定された。
2012年，ミンダナオ和平に関する枠組み合意（2012 Framework Agreement 
on the Bangsamoro）151において，ARMMに代えて，より自治権および領域的
範囲を拡張した新政治的実体（New Political Entity/ NPE）を2016年に自国
領域内に設立することを確認した。新政治的実体は「バンサモロ（モロ民族の
国）」と呼ばれ，独立国家には至らないが，他のフィリピン国家内部の地域と
は識別されるアイデンティティを有し，広範な自治権を認められる。フィリピ
ン政府は自国の領域内に国家には至らないが，準国家と呼ぶことができるよう
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な高度の権限を有する実体を創設することに同意したのである152。
4.3.3.2　モロ民族が主張する自決権
MNLFおよびMILFは当初，自決権を独立および主権と定義し，ともに分
離独立を主張した。MNLF指導者（Nur Misuari）は，モロ民族の独立運動に
対するフィリピン政府の軍事作戦による大量虐殺と破壊をジェノサイドとして
非難し，モロ人民はフィリピン政府によって植民地支配の下に置かれていると
し153，自決権に基づく独立の正当性を主張した。しかし和平交渉の過程で独立
要求を放棄し，分離独立に代えて，フィリピン国家内部で自治権を確立するこ
とで妥協した。モロ民族は完全な自治権を取得した実体（entity）の樹立をもっ
て自決権の行使と捉えるようになった154。
MNLFは1976年トリポリ協定において，MILFは2012年枠組み合意におい
て，フィリピン国家に帰属しながら自治権を有する実体を創設することをもっ
て紛争の解決とみなすことを受け入れた155。ただし自治を有する実体は独立国
家には至らないが，中央政府の干渉が最小または皆無であるような自治制度を
有するものでなければならないとされる156。
MNLFとの和平協定（1996年）は，フィリピン共和国の主権，領土保全お
よび憲法の擁護を明記する（前文第10パラグラフ）。他方，「モロ人民がかれ
らの政治的地位を自由に決定する権利」（前文第3パラグラフ）に言及する。
MILFとのトリポリ和平合意（2001年）157は「バンサモロ人民の彼ら自身の将
来および政治的地位を決定する基本的権利を強固にし（reinforce）」（B1），ま
た「バンサモロ人民の自由への熱望を承認する」（B2）と規定する。以上の規
定は，フィリピン政府がモロ人民の自決権を承認したことを示唆する。バンサ
モロ人民協議会議長（Abhoud Syed M. Lingga）は同規定の意味として，フィ
リピン政府がモロ人民の自決権を承認し，その正当性を確認したものであると
主張した158。
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4.3.3.3　先住民族の自決権
フィリピン政府は先住民族の自決権を認め，先祖伝来の土地に関する権
利を認めた。1986年憲法は先住民族の土地に関する権利の保護を確認し159，
1997年，先住的文化的共同体または先住民（indigenous cultural communi-
ties/indigenous people）に関する先祖伝来の土地または領有地（ancestral 
lands/ domain）の概念の法的枠組みを規定する先住民族権利法（Indigenous 
Peoples’ Rights Act of 1997）160を制定した。同法は以下のように，先住民族
の自決権および先祖伝来の土地の権利（Native Title）を定義し，同権利を承
認する。
先祖伝来の土地の権利とは記憶を超えた征服される前の，先住的文化
的共同体または先住民によって私的所有権が主張され，公有地になった
ことがなく，従ってスペイン征服以来争われることなくかれらの所有地
とみなされてきた土地および領有地への権利を言う（Section 3 l）。
そのような先祖伝来の土地の権利である先住的文化的共同体または先住
民の先祖伝来の土地への所有権および占有の権利は，承認され保護される
（Sections 7 and 8）。そして同法は先住民族の自決権を尊重すると明記する。
国は先住的文化的共同体または先住民の自治および自決のための生来
の権利を認め，彼らの価値，実践および社会制度（institutions）の保
全（integrity）を尊重する。これにより国は先住的文化的共同体または
先住民が経済的社会的および文化的発展を自由に追求する権利を保障す
る（Section 13）。
同法は，先住民族の先祖伝来の領有地について以下のように定義する。
先住的文化的共同体または先住民に全般的に帰属していたすべての地
域で，先住的文化的共同体または先住民の所有権が主張され，または集
団的または個人的に超記憶的時代から現在まで継続的に占有され，また
は所有されている陸地，水域，海岸地域およびそれらの天然資源で構成
される（Section 3 a）。
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先住民族の先祖伝来の土地（Ancestral Lands）については以下のように定
義する。
先住的文化的共同体または先住民の構成員の個人，家族および部族に
よって占有，所有および利用された土地であり，超記憶的時代から今日
まで継続的に，集団的または個人的に，彼ら自身により，またはかれら
の関係する先祖（predecessors-in-interest）を通じて，個人または伝
統的集団所有の主張がある土地において，以下のような先祖伝来の土地
の権利を認める（Section 3 b）。
以上のような領有地または土地において，その所有権（Section 7 a）および天
然資源の採取，採掘，開発または利用に関する優先権が認められる（Section 
7 b）161。
同法は先住民族について以下のように定義する。
先住民族とは，継続的に結束した共同体において，組織された共同
体として生活し，超記憶的時代からの所有権を主張し，当該領域を占
有，所有および利用し，言語，慣習，伝統その他の識別される文化的
特徴という共通のきずなを共有し，政治的，社会的および文化的植民地
化，非先住民族的宗教および文化への侵害に対する抵抗という共通要因
ゆえにフィリピンの多数者とは異なった人民集団または単一社会を言う
（Section 3 h）。
同定義に基づいてモロ民族が自決権の主体とみなされる先住民族に該当するか
どうかについて検討すれば，モロ人民を先住民族とみなすと解釈することがで
き，従ってモロ人民を自決権の主体と認めたとみることができる。
4.3.3.4　MILFとの和平合意における「実体」
フィリピン政府とMILF との間では1996年から和平交渉が続けられ，2001
年，トリポリにおいて締結された和平合意の安全保障面に関する実施ガイド
ライン162において，先祖伝来の領有地の側面において，バンサモロ人民の社
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会的および文化的遺産並びに生来の権利を保存するために協議を続けること
に合意した。MOA-AD（2008年）は「先祖伝来の領有地および先祖伝来の土
地における権限および管轄権を有」する（MOA-AD Concepts and Principles, 
5）バンサモロ法的実体（BJE）の創設を認めた。2012年に締結された枠組み
合意においては，自治の単位としてのモロ人民は一定のアイデンティティを有
し，同アイデンティティゆえに国内の他の集団とは識別され，国家には至らな
いが国家に準じた地位を有する政治的実体（political entity）と認められた。
4.3.3.4.1　バンサモロ法的実体（BJE）
政府との交渉においてMILFは分離独立の主張を譲歩し，バンサモロ先祖伝
来の領有地（Bangsamoro ancestral domain）において実質的な自治を達成す
ることを徹底的に要求し，この要求はMOA-ADにより，実現する予定であっ
た。BJEは他の地方自治体とは識別される広範な自治権を有する実体とされ，
最高裁判決が「BJEは呼称（name）以外はまさに国家に等しい」163と表現し
たように，実質的な自治権はほとんど有していないARMMとは対照的である。
さらにBJEと中央政府との関係について，以下のように提携国家という形態
を採用していることからも，強い独立性が同実体に付与されていると言える。
BJEと中央政府との関係は提携（associative）関係であり，前者は
バンサモロ社会の発展に必要な公共・電力・財政および銀行サービス，
教育・立法・司法・経済並びに警察および治安維持機関，裁判制度およ
び刑務所を創設，発展および維持する共有の権限および責任を付与され
る（Governance 4）。
バンサモロ人民の自治地域は祖先から受継ぐ勢力範囲（ancestral territori-
ality）を根拠とするものであり（Concepts and Principles 4），彼らの領土，財
産権，慣習的土地所有権の不当なはく奪またはかれらへの疎外がもたらした苦
痛を法的に認め，賠償または補償により回復されること（Resources 7）が明
記された。
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BJEの領域的範囲はイスラム教徒多数地域において2段階で実施される住民
投票に基づいて画定される。同範囲はARMMを中核としイスラム教徒が多数
を占める735地区を追加して構成されることが予定された164。BJE域内では基
本法の枠内でイスラム法を含む独自の法を適用し，同領域の天然資源からの利
益，鉱山使用料，ボーナスおよび税金について，BJE75％，中央政府25％の
配分比率で取得する165。
MOA-ADは署名予定前日の2008年8月4日，フィリピン最高裁が一時差し
止めの仮処分を決定し，のち違憲と判断した166ため，実施には至っていない。
違憲判断の理由の1つとして同判決は，BJEへの広範な権限委譲は，バンサモ
ロに国家を創設する基礎を与え，国家主権や統治権の部分的放棄に相当すると
して，モロ民族の分離独立への懸念を示している167。
4.3.3.4.2　バンサモロ新政治的実体（NPE）
枠組合意（2012年）は，ミンダナオにバンサモロと呼ばれる，他の自治体
とは法的地位が異なる新たな自治的政治的実体（New Autonomous Political 
Entity） を創設することを明示した（Framework Agreement I.1）168。バンサ
モロは他のフィリピン住民とは識別されるアイデンティティ，すなわち歴史，
文化および熱望を有する集団であるとされ，この事実に基づいて，フィリピン
政府は国家内部に他とは異なる集団が構成する高度の自治を享受する行政単位
が存在することを認めた。
バンサモロの定義については，征服された時点で，ミンダナオ，スールー諸
島およびパラワンを含む隣接諸島における原住者およびその子孫とされ，その
構成単位は，ARMM領域に加え，コタバトおよびイサベラ市，ラナオ・デル・
ノルテ州の一部，北部コタバト州の一部並びにその他近隣地域であり，かつ
住民投票で過半数の同意がある場合とする（V）。バンサモロ政府は内閣制度，
徴税，資金の有効利用と富の創出，域内の天然資源の利用，開発，探査からの
収益分配に必要な権限，シャリア裁判制度および先住民族の慣習法による紛争
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解決制度に関する管轄権を有する（III 2）169。
なお，枠組み合意は，バンサモロとは異なる人民の存在を認めており，先住
民族を含め，すべての住民の基本的人権を保障している（VI）。また，合意内
容の実施を保障すべく，第三者監視チームが枠組み合意の実施を監視する（V 
2）体制が整備された。
4.3.4　国際社会の対応
国連はモロ民族分離をめぐる紛争に直接関与していない。当事者交渉の仲
介，調停等を提供し，紛争解決に尽力したのは，イスラム協力機構（OIC）170，
ASEANおよびその他の諸国であるが，いずれもフィリピンの主権および領土
保全を支持し，モロ民族の分離権は認めていない。ASEAN加盟国のうちイン
ドネシアおよびマレーシアははっきりとフィリピンの主権を支持している。
OICは，モロ民族をめぐる紛争解決に最も影響力を及ぼしたとみられるが，
MNLFにオブザーバー資格および準外交官の特権を付与し，OIC首脳会議へ
の参加，渉外事務所の設置等を許可した。またモロ民族に対するフィリピン政
府が国軍を動員して強行してきた分離運動壊滅作戦による人権侵害については
フィリピン政府を非難した171。1972年第3回外相会議（ICFM）決議172におい
てはフィリピンのイスラム教徒支援を表明した。OICが初めてフィリピンの
イスラム教徒の窮状を問題にした第５回外相会議（1974年）において採択し
た決議は，フィリピン政府の軍事作戦をイスラム教徒に対する人権抑圧および
ジェノサイドとして非難しているが，同問題を「フィリピンの国家主権およ
び領土保全の枠組みの中で公正に解決するよう促し」た173。その後も同様に，
フィリピン政府とモロ民族との紛争をフィリピンの国内問題とみなし，フィリ
ピンの主権に言及しており，一貫してフィリピンの主権および領土保全を支持
し，モロ民族の独立は受け入れず，モロ民族の自治権の確立を支持する決議を
繰り返し採択している174。トリポリ合意（1976年）を仲介したリビアについ
ても，モロ民族分離問題の解決方法として南部ミンダナオにおける自治権の確
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立を働きかけており175，モロ民族の国家樹立という選択肢に言及したことはな
い176。
EU，米国および日本はフィリピンの領土保全を支持し，モロ民族の分離権
に言及する諸国家の発言はない177。米国は対テロ対策をはじめとして，南部ミ
ンダナオの問題に関与し，フィリピン政府に経済的軍事的支援をし，モロ人民
の自治を支持した。日本政府はバンサモロ自治政府創設支援を表明するが，モ
ロ民族の分離権は支持していない178。
MNLFとの最終的和平合意（1996年）を仲介したOICおよびインドネシア，
マレーシアもモロ民族の独立の主張は支持せず，自治権の確立による紛争解決
を助言した。OIC第40回外相会議（コナクリ）で採択された「フィリピン南
部のムスリム問題に関する決議」179（2013年）は，フィリピン共和国の国家主
権および領土保全の枠組み内で南部フィリピンのイスラム教徒問題を解決する
（第2パラグラフ）ことを再確認している。
4.3.5　枠組み合意以後
4.3.5.1　人権
4.3.5.1.1　代表権
フィリピンの中央議会は二院制であり，上院定数24議席はすべて全国区か
ら選出され，地域または選挙区別等による議席配分はない180。下院定数は290
議席（2013年以降），その内234議席は小選挙区制選挙区から選出され，残る
56議席（19％）は比例代表選挙により選出される。比例代表選挙において，2
政党がバンサモロを代表すると主張する全国政党であり，アナク・ミンダナオ
（Anak Mindanao/ AMIN） およびスアラ・バンサモロ（Suara Bangsamoro）
が活動するが，現下院において比例代表選出の代表としてAMIN所属議員1人
が議席を有している181。また第三の政党としてALIMが先住民族を代表する。
バンサモロ選挙区からは，2大政党とされる国民党（Nacionalista Party）
および自由党（Liberal Party）議員が選出され，これらの政党はモロ民族の
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利益も代表すると主張している。スアラ・バンサモロはその綱領でモロ人民の
自決権を支持し，モロ人民およびそのホームランドの保護を掲げる182。
フィリピンのイスラム教徒を代表すると主張するイスラム政党として5つ
の政党が登録されており，そのうち積極的に活動をしているのは2つの政党
（Ompia Party and the Islamic Party of the Philippines / IPP, Developing 
Political Parties in the Bangsamoro）である183。そのうち IPPは，その行政
プログラムにバンサモロのホームランドにおける意味ある自治の確立を挙げて
いる。しかしいずれの政党も中央議会では議席を取得していない。
4.3.5.1.2　経済的社会的文化的権利
天然資源がもたらす富を関係領域住民に配分せず，国家が不当に開発を進め
てきたことは，モロ民族の不満を醸成・増幅し，紛争を引き起こした要因の
一つとみなされている184。枠組み合意により，モロの長年の熱望の全てではな
いがその実質的な部分が自治権として認められた。自治地域の領域的範囲は
ARMMよりも広域となり，真正な自治権として，天然資源に関する権利，よ
り強化された徴税権，社会的文化的発展の権利が規定された。
同合意は先祖伝来の土地および土地に関する権利については言及していな
い。自治地域内の天然資源に関する権利に関しては，2013年，歳入創出およ
び富の配分に関する付属書185により，バンサモロ75％，政府25％の配分比率
で取得することで合意された。また同付属書は，中央政府の保証を要する場合
を除き，どのような出資機関とも借款契約を結ぶ権限をバンサモロに付与して
いる。同権限および天然資源に関する富のバンサモロへの有利な配分は，バン
サモロのフィリピン政府からの財政的独立に資することになろう186。
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１　スマトラ島面積の75－80％に相当する。
２　World Economic Outlook, IMF: http://www.imf.org/external/ns/cs.aspx?id=28.　
　　なお，インドネシア国民の87％はイスラム教徒，その外はキリスト教徒10％，ヒンドゥー
教徒2％，仏教徒0.3％等である（総務省大臣官房企画課「インドネシアの行政」『諸外国の
行政制度等に関する調査研究』16号平成20年10月，1ページ）。
３　Ministry of Health, Republic of Indonesia: http://www.depkes.go.id/index.php?lg=LN02.
その他にジャワ族（Javanese） 16%，ガヨ族（Gayo Lut, Gayo Luwes）12%，アラス族（Alas） 
4%等が居住する（Lesley McCulloch, “Aceh: Then and Now, Minority Rights Group In-
ternational Report,” Human Rights Watch, 2005, 8）。なお，インドネシア政府は民族別人
口については調査していない。
４　アチェ民族は東南アジア地域において歴史的に最も早くイスラム教を受容し，16世紀
にはマラッカ海峡地域で最強の王国を樹立した（Minority Rights Group International, 
“Indonesia : Acehnese,”: http://www.minorityrights.org/4441/indonesia/acehnese.
html）。
５　インドネシア共和国（アチェを除くスマトラ島，ジャワ島の一部およびマドゥラ島）の他，
南ボルネオ，西チモール，セレベス島の5つの国および9つの自治単位を構成国として構成
された。なお，1945年独立宣言後に採択した1945年憲法は，「共和制をとる単一国家」制度
を規定するが，同憲法の適用範囲となるインドネシア共和国（当時）の範囲はアチェを除く
スマトラ島，ジャワ島の一部およびマドゥラ島である。
６　1974年法律第5号により，イスラム教の実践は制限された（市倉英和「分離独立紛争問題
の解決と制度との関係―インドネシア・アチェを事例に―」『アフラシア研究』6号2008年，
7ページ）。
７　国民協議会国策大綱（1999－2004年度）において，「統一国家インドネシア共和国という
枠組の中で，地方開発および成長の均衡化を進めるため，地方自治を実現する（B8）」と規
定された（http://www.dephut.go.id/INFORMASI/UNDANG2/tapmpr/gbhn_99-04.htm）。
８　1999年，ジュネーブのNGO（Henry Dunant Center / HDC）の仲介による和平交渉によ
り，2000年，停戦合意（Joint Understanding on Humanitarian Pause for Aceh/ JUHPA）
が結ばれ，「アチェの特別地方自治に関する2001 年法律第18号（Law No. 18/ Law on 
Nangroe Aceh Darussalam / NAD法）」の制定により，アチェの天然資源収益からの歳入
にも配慮した特別自治の地位が認められ，2002年－2009年，アチェ語で「国」を意味する
「ナングロ」を冠してナングロ・アチェ・ダルサラーム州（Nangroe Aceh Darussalam 
province）と呼ばれた。しかし国軍による軍事作戦により停戦の合意は破られ，GAMは
NAD法の実施を拒否した。
　　2002年12月9日，「敵対行為停止の枠組み合意」（Cessation of Hostilities Agreement/ 
CoHA）」が結ばれ，停戦監視のためにインドネシア政府，GAM，外国軍（タイ，フィリピ
ン軍など）が参加する共同治安委員会（Joint Security Committee/ JSC）が結成された。
CoHAは国際社会からの支援により合意されたが，大国の支援は紛争後の復興支援に重点が
置かれた。停戦監視や紛争調停などはHDC主導で行ったが，要員数が少なく停戦監視は不
十分であった。国軍は掃討作戦を継続し，GAMは武装解除を拒否し，JSCは監視機能を果
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たすことができなくなった。
　　2003年5月18日，共同評議会（Joint Council）会合が東京で開催され，インドネシア政
府はGAMに対して独立要求の放棄を主張したがGAMはこれを拒否し，協議は決裂した（市
倉前掲注6，12ページ；総務省大臣官房企画課前掲注2，158ページ）。
９　2004年12月に発生したインド洋大津波・地震による被害は，死者行方不明者合計242,322
人，避難者数417,438人，被災建物数514,150戸とされる（Relief Web Map Centre, “South 
Asia Earthquake and Tsunami: Affected Population 2005,”WHO Situation Report 32, 
2005）。アチェは全犠牲者数の大部分を占める甚大な被害を被った。
10　EU は，欧州委員会の緊急対応メカニズム（Rapid Reaction Mechanism）を通じてCMI
（Crisis Management Initiatives）に直接支援を行うことによって和平交渉を支持してき
た。
11　インドネシア共和国とアチェ自由運動との間における合意に関する覚書（Memorandum 
of Understanding between the Government of the Republic of Indonesia and the Free 
Aceh Movement: https://peaceaccords.nd.edu/site_media/media/accords/Aceh-Indonesia_
Memorandum_of_Understanding_2005.pdf.）。
12　Hasan di Tiro, “Denominated Indonesians,” Address delivered to Unrepresented 
Nations and Peoples Organization （UNPO） General Assembly, The Hague, 20 January, 
1995, 12-13.
13　Declaration of Independence of Acheh-Sumatra, 4 December, 1976: http://acehnet.
tripod.com/declare.htm.
14　International Forum for Aceh, “An Analysis for Self-Determination for Aceh”: http://
www.angelfire.com/indie/acheh/IFA1.htm.
15　di Tiro, supra note 12.
16　Kirsten E. Schulze, “The Free Aceh Movement （GAM）: Anatomy of a Separatist 
Organization,” Policy Studies 2, East-West Center Washington, Project on Internal 
Conflicts, 2004, 41．
17　International Crisis Group, “Aceh: Escalating Tensions,” Brussels, December 2000, 6.
18　連邦制から共和国体制への移行により改正されたインドネシア共和国暫定憲法である。
19　1950年憲法は「土地および水，並びにそこに含まれる天然の富は国家がこれを管理し，
人民の最大の繁栄のためにこれを利用する」（第33条3項）と定める（島田弦「インドネシ
アの憲法事情」国立国会図書館調査及び立法考査局『諸外国の憲法事情3』2003年12月，67
－68ページ）。
20　注5参照。
21　政党，労組などの社会組織について，政府の承認するもの以外の結成は禁止された（政党
法1975年法律第3号（1985年法律第3号により改正），社会組織法1985年法律第7号，島田
前掲注19，70ページ）。
22　1999年憲法により，以下のような人権保障が規定された。思想良心の自由（第28 E条2
項），表現の自由（同3項），情報の自由（第28F条），自己を含む家族，名誉，尊厳および
財産の保護を求める権利（第28G条1項），虐待を受けない権利および庇護を求める権利（同
2項）等。
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23　警察組織はインドネシア国軍の一部を構成していたが，2000 年に国軍から分離された（総
務省大臣官房企画課前掲注2，22ページ）。
24　UNPO, “Side Event Report: human rights violation in Indonesia,” 14 March, 2014, 
Geneva, 14.
　　政府による公式調査報告はなく，人権NGO等の機関による対アチェ軍事作戦による被害
の調査結果にはバラツキがあり，その他の報告として以下もある。インドネシア国民人権
委員会（Indonesian National Commission on Human Rights/Komnas HAM）によれば，
アチェ民族の死者781人，行方不明者163人，拷問を受けたもの368人，未亡人となったも
の3,000人，孤児となった子供15,000 ～ 20,000人，強姦102件，建造物の放火102件（Rizal 
G. Buendia, “The Secessionist Movement and the Peace Process in the Philippines and 
Indonesia: The Case of Mindanao and Aceh,” 5（1） Asia-Pacific Social Science Review, 
2005, 54），アチェ基本的人権フォーラムによれば，死者・行方不明者は3,000人（Schulze, 
supra note 16），アチェ地方議会の推定によれば，行方不明者1,000－5,000人（UNPO, 
op.cit. 14）。1989年から1993年の6年間だけでも，アムネスティ・インターナショナルによ
れば，殺害されたもの1,321人，行方不明者1,985人，拷問を受けたもの3,439人，強姦128件，
性的虐待81件，自宅を消失されたもの597人が，孤児となった子供16,375人とされ，集団墓
地では1,000－1,420人の埋葬遺体が確認された（Amnesty International, "Shock Therapy" 
Restoring Order in Aceh, 1989-1993, London, 1993）。また，1991年から1995年の間に5,000
人のアチェ人が対岸のマレーシアに避難した（スマトラ沖地震・津波災害対応過程研究会「ア
チェ『反政府運動』の歴史」2005: http://homepage2.nifty.com/jams/aceh_background.
html）。
25　UNPO, supra note 24, 14: Amnesty International, “Focus on Acheh,” July 1993, 13.
26　その他，アチェ民族に対する人権侵害に関しては以下を参照。John B. Haseman, 
“Indonesia: A Difficult Transition to Democracy”, in William M. Carpenter and David G. 
Wiencek, eds., Asian Security Handbook: Terrorism and the New Security Environment, 
New York, 2005, 130; Naureen Memon, “Southeast Asia: Impact of Separatist 
Movements,” 23 Asia Pacific,  Asia Pacific Research Journal of Far East and South East 
Asia, Area Study Centre, Far East and South East Asia, University of Sindh, Jamshoro, 
Pakistan, 2005, 67. 
27　Human Rights Watch, “Indonesia: The War in Aceh,” 13（4） Human Rights Watch, 
August 2001, 8.
28　同宣言によりアチェは国軍の統治下におかれ，2004年5月18日に文民非常事態宣言に引
き下げられたが同年12月，スマトラ沖大地震の発生により事実上無効となった。
29　地域研究方法論研究会京都大学地域研究統合情報センター「アチェ問題の解決のため
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